
全社員が必要な時に必要なデータにアクセスし、有効活用できる環境を作り出し、
その結果として企業全体でデータ駆動型経営の実現を目指す。

データ利活用時の課題

あらゆる経営アジェンダに「デジタル」が絡み、本腰を入れて「データ利活用」に取り組む企業も増えている。しかし、全社的なレベル向上や
仕組み化が実現できている企業は少数であり、部門横断の課題が散見され、人材不足・知見不足など短期的には解決しないケースが多い。

IT部門
の声

ユーザ
部門の声

データの仕様やナレッジは有識者
任せ。そのため、ユーザ部門の要
望に対しても有識者頼みで、スピー
ディーな対応が難しい・・・・・・。

日々の業務や全社DX推進に時間
を取られてしまい、データ利活用と
その支援に手が回らない・・・・・・。

有識者への依存体制

IT人材とスキルの不足

データ利活用を進めたいが、社
員のデータに対する知識や活用
能力に差があるため、レベルに
則した教育が必要・・・・・・。

社内のどこに、どんなデータがあ
り、そのデータが活用できるかど
うかも分からない・・・・・・。

データ活用以前に
リテラシーが低い

利用したいデータ
の所在が不明

部署間の利害の不一致やセキュリ
ティの観点でデータの共有をしたが
らない部門がある。組織間の連携が
滞り、どこでどんな利活用が実施さ
れているか分からない・・・・・・。

組織のサイロ化と連携不足

推進体制のパワー不足
（内製化を阻害）

経営層
の声 利活用における責任の所在が不明

確なため、社内推進が上手くいかず、
その結果、社外リソースに依存して
しまい内製化が進まない・・・・・・。

「データの民主化」に向けた組織の成長ストーリー

データ利活用の自立化と自走化組織の実現（データの民主化）には、大きく3つのステージを意識し、自社が今どのステージに位置し、
どのような打ち手（施策）が有効か、ガバナンス体制とあわせて検討することが重要である。

ユーザ部門の管理者や担当者自身が、どのよう
にデータを利活用すれば顕在化している問題を
解決できるのか、自ら考えて行動する組織

データ利活用の文化が
根付いていない組織

高い

低い

ガバナンス

中央集権型2

ハイブリッド型3

地方分権型1

データ利活用が自走する組織の実現

データ利活用が進むものの
部署により取り組みがバラバラ

一部の有識者に依存しており、
スピーディーに施策を打てていない

今あるデータを徹底活用し、初期段階における成功
実績を蓄積し、人々に受け入れられる土壌を構築

中央のデータコンサル部隊が、データ
基盤からルール・プロセスを整備し、
全社横断でのAI・データ利活用を推進

データ利活用の推進主体・権限を事業部
へ移管しつつ、中央組織は全社ルールの
統制や、全社員に向けた教育を推進

現場主体 本社主体

「
デ
ー
タ
の
民
主
化
」
成
熟
度

データ駆動型組織の実現に向けた変革支援
データ利活用の自立化と自走化組織の実現に向けた「データの民主化」サービス

4

現場での利活用を始め、成功体験を蓄積していくことがスタート時点のポイント。
企業文化にまで発展させていくためには、本社主導による中央集権でプロセスの整備などを図ったうえで、
最終的に現場主導のハイブリッド型・データ利活用にすることが「データの民主化」のあるべき姿となる。
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PwCコンサルティング合同会社のご紹介

PwCコンサルティング合同会社は、経営戦略の策定から実行まで総合的なコンサルティングサービスを提供しています。PwCグローバルネットワークと連携しながら、クライ
アントが直面する複雑で困難な経営課題の解決に取り組み、グローバル市場で競争力を高めることを支援します。

フェーズ別の施策案と推進体制

初期段階では投資を抑えて比較的難易度の低い業務テーマから着手し、各組織で一定のデータ利活用が進んだ段階で、ヒト・モノ・カネの
大部分を中央組織（CoE）でコントロールし、全社的な取り組みとして推進する。その後は現場に権限を委譲し、社員一人ひとりのデータリ
テラシーの向上のためのインフラ整備や教育プログラムを推進することが重要である。

施策
（案）

狙い・
効果

データ利活用の文化が
根付いていない

データ利活用が進むものの
部署ごとで取り組みがバラバラ

ノウハウが浸透し活況を見せる一方で
有識者依存などの課題も残っている

小さくとも、初期段階の成功実績を蓄積

取り組みに対する評価・信頼の獲得

データ利活用プロジェクトの全社的な推進

社員のデータ利活用における
興味・関心を向上

データを駆使した会議や課題解決が定着し、
データ利活用を自走する組織の実現

成熟度

専門組織
組成

データ基盤を
中央に集約

データの取り扱い
ルール・プロセス

を策定
有識者の育成

有識者を
各事業部へ
配置

データ所在・
意味定義の
可視化

Prepツールや
Web API

の整備

全社員に向けた
教育プログラム

の推進

事業部独自の
分析環境構築

データ利活用の自立化と自走化組織実現のための変革支援サービス群

専門知識と実践ノウハウ・知見をもったコンサルタントが、データ利活用に向けた実行計画の策定・実行を伴走型で支援することで、
組織のデータ利活用の自立化・自走化を実現する。

レポート作成
業務の効率化

部署内
ダッシュボード
公開・共有

推進
体制

データコンサル部隊IT部門

事業部1 事業部2 事業部3 ・・・

IT部門 事業部1
支援

データコンサル部隊IT部門

事業部1 事業部2 事業部3 ・・・

業務施策・経営指標

組織・プロセス インフラ環境
セルフBI、セルフETL

社員誰もが直感的に扱える
データ加工・分析ツールの整備

データカタログ

ユースケースに基づく、
データの所在・意味定義の可視化

Data Lake, DWH, ETL

将来的な拡張性を意識しつつ、
ユーザ利便性を考慮した構想策定

人材育成

組織組成

データ活用支援を円滑に運用するため
役割・機能定義と組織組成

ルール・プロセス

安心安全にデータ利活用するための
「攻め」と「守り」のルール・プロセス作り

（部門間の壁を解消）

ユーザ部門

データリテラシー向上にむけた
教育プログラム構築と伴走支援

（データ文化の醸成）

データスチュワード

業務知識とテクノロジー知識を
兼ね揃えた専門人材の育成

製造調達・購買 営業マーケティング サービス

経営

構想策定・実行支援
取り組みを持続的に推進し、企業文化として定着させるための伴走型支援

02022205

※ BI（Business Intelligence）：意思決定のために情報を分析して得られる知見、 ETL：Extract（情報源からデータを抽出）／Transform（抽出したデータをビジネスでの必要に応じて変換・加工）／Load（変換・加工済みのデータをターゲットシステム
やファイルとしてロード ）、 Data Lake：構造化／非構造化データやバイナリ等のファイル含めたデータを一元的に格納するデータリポジトリ、 DWH（Data Ware House）：時系列に整理された大量の統合業務データ、もしくはその管理システム


